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労組周辺動向 No.90 

2020 年 6 月 26 日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 兼業・副業の労働時間は自己申告制―企業の責任は不問 

政府は未来投資会議を開き、兼業・副業の労働時間の管理について労働者が自己申告する制

度を導入する方針を示した。労務管理の手間が生じることが企業が兼業・副業を認めない理

由の一つになっている。申告漏れや虚偽申告があっても企業の責任は問わないこととし、解

禁に動く企業が増えるよう促す。 

 

厚生労働省の労働政策審議会で検討し、年内に正式に結論をだす。兼業・副業に関心を持つ

人は増えているが、導入に慎重な企業は多い。副業先での労務管理の責任を問われかねない

ためだ。安倍晋三首相は会議で「本業の企業が兼業先の影響を受けずに、労働時間や割増賃

金の管理ができるようルール整備を開始したい」と述べた。 

 

未来投資会議の案では労働者が 2 つの会社の仕事が残業時間の上限規制に収まるよう調整

する。本業の残業が増えれば、もう一方の労働時間は抑える。労働時間は通算し、法定外労

働時間が発生した分は、どちらの企業も割増賃金を払わなければいけないルールは変えな

い。 

 

未来投資会議（第３９回） 配布資料 令和２年６月１６日 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/dai39/siryou1.pdf 

 

(2) フリーランスの労災保険加入拡大検討：全世代型社会保障会議第 2 次中間報告 

政府は、「全世代型社会保障検討会議」を開き、フリーランスとして働く人に関し、労災保

険に加入しやすくなるような制度見直しなどの保護策を盛り込んだ第 2 次中間報告をまと

めた。 

 

政府試算では、特定の企業と雇用契約を結ばず仕事を請け負うフリーランスは 462 万人に

上る。報告では、多様な働き方や高齢者雇用を広げるために、フリーランスの「適正な拡大

が不可欠」と指摘。年度内に労働環境改善に向けたガイドラインを策定するとした。 

 

実質的に雇用労働者に該当する場合には、労働関係法令が適用されることも記載する。 

また、労災保険については、フリーランスの一部に例外的に認められてきた「特別加入制度」

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/dai39/siryou1.pdf
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の対象拡大を検討するとした。 

 

「全世代型社会保障検討会議第２次中間報告（案）」 ２０２０年６月２５日 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/zensedaigata_shakaihoshou/dai9/siryou1.pdf 

 

(3) 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う休業で著しく報酬が下がった場合における標

準報酬月額の特例改定：通常の「４か月目改定」を「翌月から」に 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2020/0625.html7 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 「削減されたクラスを返して」と大手ヨガスタジオの講師ら労働組合が休業補償を要求 

全国に２３店舗を展開する大手ヨガスタジオ「スタジオ・ヨギー」で働くインストラクター

らが新型コロナを理由にクラスを減らされ、休業補償もないと会見で訴えた。 

 

運営する「ヨギー」と業務委託契約を結ぶインストラクターで作られる労働組合「yoggy イ

ンストラクターユニオン」は２０１９年４月に結成された。 

 

ユニオンは、インストラクターが会社と業務委託契約を結ぶものの、実態は 1 年契約を継続

的に更新し、時間場所、マニュアル等での指揮命令を受けていることから、労働基準法上の

労働者であると主張している。 

 

コロナ禍においてスタジオも４月から営業休止したが、６月１日からは段階的ながら全店

で再開された。だが、クラス総数は休業前の５０％に削減された。特に、ユニオンの幹部ら

はクラスをゼロにされた。 

 

また、ユニオンは雇用調整助成金を含む休業補償を会社に求めてきたが、現在でも実施され

ていないという。 

 

(2) 認可保育施設の 1 割余が非正規職員に新型コロナの休業補償せず 

保育所やこども園では新型コロナウイルスの影響で多くの保育士が休まざるを得なったが、

東京大学の大学院が行ったアンケート調査の結果、通常の賃金が支払われるはずの認可施

設でも１割余りが非正規の職員に休業中の賃金を全く支払っていないことが分かった。 

 

認可の保育施設の園長や施設長 200 人余りを対象に、休園や登園自粛で仕事が減ったり、子

どもの学校が休校になったりしたために園を休まざるを得なくなった職員に所得を補償し

たか尋ねたところ、「なし」という回答は、常勤の正規職員については８．１％、非常勤職

員では１０．２％、パートタイムの職員では１４．７％にのぼりました。 

 

認可保育所や認定こども園などは新型コロナウイルスの影響で預かる子どもが減っても、

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/zensedaigata_shakaihoshou/dai9/siryou1.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2020/0625.html7
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国や自治体から人件費なども含めてこれまでとほぼ同額の運営費用が給付されているため、

国は、職員が休んだ場合でも正規か非正規かにかかわらず、通常の賃金を支払うなど適切に

対応するよう通知している。 

 

アンケートでは、「１０割払った」という回答は常勤の正規職員については７８．７％、非

常勤職員は６４．６％、パートタイムの職員は５０．４％だった。 

 

(3) 過労死放置事件の不起訴処分―神戸第２検察審査会が「不当」の議決 

西日本高速道路会社の男性社員が２０１５年２月に過労死したのは、長時間労働を放置し

た会社側の責任として、母親が業務上過失致死容疑で告訴し、神戸地検が不起訴処分とした

当時の上司ら８人について、神戸第２検察審査会が「不起訴不当」の議決をした。 

 

男性は時間外労働が最大で月１６９時間を超え、徹夜で連続約３６時間の勤務もあった。う

つ病を発症して自死した後、労働災害と認定された。 

 

(4) 東京地裁がハイヤー会社の未払い残業代「１，４５４万円」全額支払い命じる判決：「変

形労働時間制」をめぐって 

いわゆる「変形労働時間制」の適用が無効だった場合、残業代の計算はどうなるのかが争わ

れた裁判で、画期的な判決が出た。 

 

羽田空港につとめる全日空の関係者を送迎するハイヤー会社の従業員 3 人が、未払い残業

代（割増賃金）と付加金の支払いをもとめた訴訟の判決で東京地裁は原告側の主張を認め、

会社側に対して、未払い残業代計約１，４５４万円・付加金計約１，３００万円全額の支払

いを命じた。 

 

判決はまず、同社の就労規則は、こうした「変形労働時間制」の記載をまったく欠いており、

さらに原告たちが働く事業所の従業員に周知する措置もとられていなかったと認定して、

「変形労働時間制」が無効だったと判断した。 

 

これによって、所定労働時間は１日８時間となるので、それを超えた部分は時間外労働にな

り、残業代（1 時間あたりの給料✕1１．２５倍／深夜については✕１．５倍）が発生する

ことになる。 

 

判決は、会社側が支払ったのは１日８時間に対する賃金にあたり、８時間を超える部分につ

いてまったく残業代が支払われていないことになると判断した。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) ６月ロイター企業調査：５割超がコロナで賃金・雇用カット 

６月ロイター企業調査では、新型コロナウイルス感染症の影響により調査企業の半数超で
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賃金・雇用の削減などを実施したことが明らかになった。今後について、７割程度が年内に

業績が底打ち、その後緩やかに回復していくとみている。 

 

ただ現時点で今年度業績見通しが立たない企業が４割を占めるなど、不透明感は依然強い。

この間、オンライン会議、非接触型営業活動などデジタル化を図った企業は９割を超え、ウ

ィズコロナ時代への対応も進んでいる。 

 

業績についての楽観な声は少ない。製造業では「ようやく経済活動がスタートしたばかりで、

かつ第２波以降の懸念もあって予断を許さない状態で、全く先が見通せない」（精密機器）

との声が目立つ。非製造業でも「現状、売り上げは順調だが、先買い（買いだめ）の傾向も

みられ、むしろ徐々に通常モードに移行することにより売り上げが減少傾向になる」（小売）

と慎重だ。 

 

(2) パートナーシップ制度公認９００組：性的少数者らカップル急増 

ＬＧＢＴなど性的少数者のカップルを「パートナーシップ」として公認する制度を導入した

４７自治体に対する共同通信の調査で、２０１９年度までに公的に認められたカップルが

計９００組に上ることが分かった。今年３月までの１年間で４０６組と急増したことも判

明。２０１５年１１月に始まった制度が約 4 年半で浸透している現状が明らかになった。

一方、利用できる行政サービスが少ないといった実用性の課題も浮き彫りになった。 

 

(3) 「新興国も先進国も新型コロナで大打撃」―ＩＭＦが世界経済の見通しを下方修正 

新型コロナウイルスが及ぼす打撃は、国際通貨基金（ＩＭＦ）が当初想定していたより深刻

で、長期にわたる見込みとなった。中南米やアジアなどの新興国を、感染拡大と経済の混乱

が同時に襲う。新興国と先進国の経済危機が、かつてない規模で増幅し合う世界不況となっ

ている。 

 

ＩＭＦが２０２０年の成長率見通しを６．４ポイントも引き下げ４．５％減の経済悪化が見

込まれるインドｆでは、首都ニューデリーの繁華街は閑散としたままだ。 

 

インドは３月下旬から全土封鎖（ロックダウン）を続け、５月の失業率は都市部で２６％に

達し、全国で１億２千万人が職を失い８４％の家庭が収入減に直面している。ニューデリー

など都市部で失職した数百万人の出稼ぎ労働者が農村に帰る過程で、感染者が広がった。 

 

その後、政府は徐々に封鎖を緩め、６月に入るとレストランなどの商業施設が営業を再開。

封鎖をこれ以上続けるのは経済的に困難と判断したとみられるが、感染者数の増加に拍車

がかかり、６月下旬時点で約４５万人と、米国、ブラジル、ロシアに次ぐ世界４位だ。 

 

打撃が先進国中心だったリーマン・ショックと異なり、コロナ危機は新興国経済も同時に混

乱に陥れている。 
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一方、先進国では６月に入り経済再開が本格化し、経済をどう成長軌道に戻すかという段階

に移った。だが、ワクチンなど医療対策の決定打がないなかで、人々や企業は消費や投資に

慎重になりがちだ。距離を空けての営業などでサービスやモノの供給も抑制せざるを得ず、

回復は容易ではない。 

 

米国では感染者の増加傾向がいまも続く。北半球の先進国は秋に入ると「第２波」の懸念も

強まる。低迷が長引けば、さらに新興国に波及する悪循環が繰り返されかねない。 

 

「IMF世界経済見通し 2020年 6月」 

https://www.imf.org/ja/Publications/WEO/Issues/2020/06/24/WEOUpdateJune2020 

 

(4) 凸版印刷、同性パートナー制度を導入 

［凸版印刷株式会社］ 

 

同性や事実婚パートナーでも、配偶者関連制度を適用できるように制度を改訂 「ダイバー

シティ＆インクルージョン」の更なる推進へ 

 

（中略） 

教育面だけでなく制度面からも従業員の多様な生き方を支え、より心理的安全性の高い職

場づくりの実現に向け、２０２０年７月１日（水）より、配偶者制度の一部を改定。同性パ

ートナーや事実婚の配偶者にも制度を適用することとなりました。 

 

凸版印刷は今後も、労使一体となって従業員一人ひとりの人権が尊重され、安心して発言・

行動できる、心理的安全性の高い職場づくりを、今まで以上に推進します。 

https://www.imf.org/ja/Publications/WEO/Issues/2020/06/24/WEOUpdateJune2020

